
「放課後子どもプラン推進事業」の交付申請等に係るマニュアル

交付申請・交付決定にかかる手続

① 補助金実施要綱・交付要綱の発出

文部科学省・厚生労働省連名により、都道府県・指定都市・中核市へ「放課後子ど

もプラン推進事業の実施について （以下 「実施要綱」という ）及び「放課後子ど」 、 。

もプラン推進事業の国庫補助について （以下 「交付要綱」という ）を発出。」 、 。

② 補助金交付申請書の提出

都道府県知事・指定都市市長・中核市市長は、交付要綱で定められた補助金交付申

請書に関係書類を添えて に文部科学大臣又は厚生労働大臣 以下 担、 （ 、「５月末日まで

当大臣」という ）に提出する。。

なお、補助金交付申請書は 「放課後子ども教室推進事業 （以下 「放課後子ども、 」 、

教室」という ）又は「放課後児童健全育成事業 （以下 「放課後児童クラブ」とい。 」 、

う ）のどちらの事業を実施しているかに関わらず、文部科学・厚生労働いずれかの。

省の「放課後子どもプラン連携推進室 （下記の提出先）に提出することとする。」

③ 交付決定

「放課後子どもプラン連携推進室」において、補助金交付申請書の内容を確認し、

担当大臣から都道府県知事・指定都市市長・中核市市長に交付決定通知書を発出。

④ 補助金の支出

補助金の支出の方法は両事業で異なり、それぞれの手続等は以下のとおり。

【放課後子ども教室分】

※ 放課後子ども教室分の補助金の支出は、文部科学省から都道府県・指

定都市・中核市に対して、直接、行われる。

文部科学省 → 都道府県・指定都市・中核市

（ａ）各都道府県・指定都市・中核市から文部科学省へ請求書を提出した後、

補助金の支払いを実施。

【放課後児童クラブ分】

※ 放課後児童クラブ分については、補助金の支出事務を都道府県出納長

に委任しているため、管内指定都市・中核市への補助金の支出は都道府

県出納長が行う。

厚生労働省 → 都道府県出納長 → 都道府県・指定都市・中核市

（ａ）交付決定通知書と併せて、厚生労働省から都道府県出納長宛に「支出負

」、「 」、「 」 。担行為について 支出負担行為決議書 交付決定通知書の写し を発出



（ｂ）厚生労働省から都道府県出納長に支払計画の示達。

（ｃ）都道府県出納長は、都道府県・指定都市・中核市に当該自治体分の支払い

を実施。

実績報告・確定にかかる手続

⑤ 実績報告書の提出

都道府県知事・指定都市市長・中核市市長は、交付要綱で定められた補助金実績報

翌年度４月１０日（又は事業完了後１か月以内のいずれか告書に関係書類を添えて、

に、担当大臣に提出する。早い日）まで

なお、補助金実績報告書は、補助金交付申請書の提出と同様 「放課後子ども教室、

推進事業」又は「放課後児童健全育成事業」のどちらの事業を実施しているかに関わ

らず、文部科学・厚生労働いずれかの省の「放課後子どもプラン連携推進室 （下記」

の提出先）に提出することとする。

⑥ 交付額の確定

「放課後子どもプラン連携推進室」において補助金実績報告書の内容を確認し、担

当大臣から都道府県知事・指定都市市長・中核市市長に確定通知書を発出。

なお、放課後児童クラブ分については、これと併せて、厚生労働省から都道府県出

納長に対し 「交付額の確定について」を発出。、

⑦ 補助金の返還

補助金の返還が生じた場合、文部科学省又は厚生労働省から都道府県・指定都市・

納入告知書の履行期限ま中核市へ納入告知書を送付。都道府県・指定都市・中核市は

補助金を返還。でに

※ 当該マニュアルは、現段階において予定している、補助金交付申請等にかかる手

続を示したものである。

＜交付申請等提出先＞

○ 文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課

放課後子どもプラン連携推進室

100-8959 2-5-1〒 東京都千代田区丸の内

03-5253-4111 3260 03-6734-3260℡ （内線 ） 夜間直通

fax03-6734-3281
○ 厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課

放課後子どもプラン連携推進室

100-8916 1-2-2〒 東京都千代田区霞が関

03-5253-1111 7909 03-3595-2505℡ （内線 ） 夜間直通

fax03-3595-2672



「放課後子どもプラン推進事業」交付申請等の流れ 

 文部科学省・厚生労働省 

（放課後子どもプラン連携推進室） 

都道府県出納長 都道府県 

（教育委員会又は福祉部局） 

指定都市・中核市 

（教育委員会又は福祉部局） 
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（⇒□市町村への交付決定）

 

 

 

 

（⇒□市町村へ支払い） 
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①交付要綱及び実施要綱の発出 

②交付申請書の提出（３１日まで） 

④支出 

②’交付申請書の受理、審査 

③交付決定 

○交付決定通知書の発出（両大臣連名）   

放課後子ども教室分 

○都道府県、指定都市、中核市に支出 

放課後児童クラブ分 

○「支出負担行為について」、 

○支出負担行為決議書、     発出 

○交付決定通知書の写し 

○都道府県に支払い計画の示達（管内 

指定都市、中核市分含む） 

事務委任 

④’都道府県、指定都市、

中核市への支払い 

 

④’補助金の受領 

 

④’補助金の受領 

 

④’補助金の受領 
 

④’補助金の受領 

 

③’交付通知書の受理 

 

③’交付通知書の受理 

※ 支出事務については、 

▽ 放課後子ども教室：国→都道府県、指定都市、中核市 

▽ 放課後児童クラブ：国→都道府県出納長（都道府県出納長に管内指定都市、中核市 

分の支払いを事務委任） 

 

①’交付要綱等の受理 

 

①’交付要綱等の受理 
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必要に応じて、変更交付申請・変更交付決定（手続きは交付申請・交付決定時と同じ） 
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度 

  （□市町村からの実績報告受付）  

４

月 

以
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⑤実績報告書の提出（１０日まで）※ ⑤’実績報告書の受理、審査 

両事業共通 

○確定通知書の発出 

【補助金返還が生じた場合】 

○納入告知書の送付 

放課後児童クラブ分のみ 

○「補助金の確定について」発出 

⑦【補助金返還が生じた場合】 

補助金の返還（定められた期日までに） 

※ 返還事務については、 

放課後子ども教室、放課後児童クラブともに 

都道府県、指定都市、中核市 → 国 
⑥’通知書の受理 

 

⑥’確定通知書の受理 

 

⑥’確定通知書の受理 

⑦’返還金の受領 

⑥交付額の確定 

（注１）①～⑦は国庫補助手続に係る事項であり、□は都道府県の市町村に対する補助手続に係る事項及び手続時期の目安を示している。（各都道府県における実

際のスケジュールとは異なる場合もある。） 

（注２）実績報告書の提出期限は、翌年度の４月１０日又は事業完了後１か月以内のいずれか早い日である。 

（注３）本流れ図は、現時点において予定している手続を示したものである。 


